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	（１）国の動き
	我が国では、｢市制町村制｣の施行に伴う明治の大合併\(※1\)、そして戦後地方自治の拡充に対応した事務の能率的な処理のために行。
	※1 教育･徴税･戸籍事務処理などの行財政機能を充実するために施行された｢市制町村制｣により、約300戸～500戸を標準�
	※2地方自治法の施行による新制中学校の設置管理や市町村消防創設などの新たな事務を能率的に処理するため、概ね8､000人以一
	さらに、地方分権の推進や少子・高齢化の進展、国・地方を通じる財政の著しい悪化など市町村行政を取り巻く情勢が大きく変化してい】
	平成13年8月には、「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本方針」（平成13年6月26日閣議決定）に
	市町村合併に関する主な政府の動き（～平成16年３月現在まで）
	年月
	概　要
	平成７年４月
	７月
	・合併特例法再延長\(平成17年３月31日までの時限立法\)
	・地方分権推進法施行、地方分権推進委員会発足
	平成10年４月
	12月
	・第25次地方制度調査会が「市町村の合併に関する答申」提出
	・改正合併特例法公布施行
	平成11年３月
	７月
	８月
	・第２次地方分権推進計画閣議決定
	・自治省内に「市町村合併推進本部」を設置、地方分権一括法に伴う改正合併特例法施行
	・自治省が「市町村合併の推進についての指針」を都道府県に示す。「市町村の合併の推進についての要綱」を12年中に策定するよう要請
	平成12年４～５月
	11月
	12月
	・自治省が「市町村合併推進会議」、振興課及び行政体制整備室に「市町村合併推進室」を設置
	・自治省が「市町村合併の推進に係わる今後の取組」について決定
	・町村合併で市に昇格する要件を｢３万人以上｣に引き下げる改正合併特例法が成立
	平成13年３月
	８月
	・総務省が「市町村の合併の推進についての要綱を踏まえた今後の取組\(指針\)」を策定、県知事を長とする合併支援本部の
	・政府が、総務大臣を長とする「市町村合併支援本部」を設置
	・政府の市町村合併支援本部が「市町村合併支援プラン」を策定
	・地方分権改革推進会議が「中間論点整理」を取りまとめ
	平成14年２月
	３月
	８月
	12月
	・市町村合併支援本部が「市町村合併の支援について当面の方針」を決定
	・総務省が「市町村合併の協議の進展を踏まえた今後の取組\(指針\)」を策定
	・地方自治法等の一部改正法に伴う合併特例法改正部分が施行
	・市町村合併支援本部が「市町村合併支援プラン」を改定\(拡充\)
	・自民党の地方自治に関する検討プロジェクトチームが合併の強力な促進等を内容とする「中間報告・論点整理」を策定
	平成15年５月
	６月
	・総務大臣が「市町村合併促進プラン」を政府の経済財政諮問会議に提出
	・地方分権改革推進会議が「三位一体改革についての意見」を総理に提出
	・政府は「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2003」を閣議決定
	平成16年３月
	・政府は「合併関連3法案（市町村合併特例新法案、合併特例改正法案、地方自治法改正法案）」を閣議決定
	（２）群馬県の動き
	群馬県では、市町村合併促進に関する国からの要請を受け､平成13年3月に各市町村が住民参加の下、それぞれの地域の将来を見据

